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研究要旨 
オーラルフレイルは、食べる機能障害へと続く口腔機能低下の負の連鎖の入口に位

置付けられており、地域における早期発見・早期対応が重要である。2024 年 4 月に

は、日本老年医学会、日本老年歯科医学会、日本サルコペニア・フレイル学会による 3
学会合同ステートメントが公表され、オーラルフレイル評価法として「Oral Frailty 5-
item Checklist（OF-5）」が提示された。一方、OF-5 を活用した地域における標準的

な対策は十分に整理されていない。 
そこで本研究では、①オーラルフレイル評価・結果に基づくトレーニングメニュー

に関する知見整理、②社会実装（自治体等）モデル検討、③オーラルフレイル対策マ

ニュアル作成、の 3 つのコア事業を実施した。文献レビューおよび地域在住高齢者を

対象とした疫学研究により、OF-5 の各項目と口腔機能との関連、OF-5 該当数とフレ

イル、栄養、認知機能等との関連、さらにオーラルフレイルの新規発生に関連する要

因について検討した。その結果、OF-5 は口腔機能低下のみならず、全身的・心理社会

的側面とも関連することが示唆された。 
また、自治体ヒアリングを通して、オーラルフレイル対策を地域で実践するうえで

の課題や、マニュアルに求められる内容を整理した。その結果を踏まえ、OF-5 を用い

た簡便な評価と介入方法を整理した「地域で取り組む！オーラルフレイル対策マニュ

アル」を作成した。本マニュアルは、介護予防・日常生活支援総合事業や高齢者の保

健事業と介護予防の一体的実施等に携わる行政職員および関連する専門職を対象とし

た実践的資料であり、地域保健活動におけるオーラルフレイル対策の推進に資するこ

とが期待される。 
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Ａ．研究目的 

 口腔機能の軽微な低下であるオーラルフ

レイルの概念は日本で考案され、2014 年

に基本的な概念が提唱された。その後、様

さまざまな検討が行われ、2024年 4 月 1

日にオーラルフレイルに関する 3学会合同

ステートメント（日本老年医学会、日本老

年歯科医学会、日本サルコペニア・フレイ

ル学会）が公表された。そのステートメン

トの中で、オーラルフレイルの位置付けを

示した概念図や、オーラルフレイルの評価

法として「Oral Frailty 5-item 
Checklist：OF-5」も提示された。この評

価法は残存歯数の減少、咀嚼困難感、嚥下

困難感、口腔乾燥感、滑舌低下（舌口唇巧

緻性低下）から構成され、2 つ以上該当し

た者がオーラルフレイルとされる。 

 健康維持を目的としたオーラルフレイル

対策は、食べる機能障害へと続く、口腔機

能の低下の負の連鎖に早期に対応すること

が重要であり、その体制整備は喫緊の課題

である。こうした取組は、地域で展開され

る介護予防･日常生活支援総合事業の一次

予防の一環として位置づけられる。オーラ

ルフレイル対策の重要性に着目し、歯科口

腔保健の条例に当該対策を記載している自

治体も増えている。しかしながら、オーラ

ルフレイル評価法に基づく対策が明確にな

っておらず、オーラルフレイル対策の地域

実装は進んでいない。 

そこで、①オーラルフレイル評価・結果

に基づくトレーニングメニューに関する知

見整理、②社会実装(自治体等)モデル検

討、③オーラルフレイル対策マニュアル作

成、以上 3点を本研究のコア事業として実

施し、オーラルフレイル対策の適切な評価

方法と有効な取組を確立することを本研究

事業の目的とした。 

 

Ｂ．研究方法 

 オーラルフレイル対策の適切な評価方法

と有効な取組を確立するため、以下の方法

を用いて本研究を実施した。 

1. オーラルフレイル評価・結果に基づく

トレーニングメニューに関する知見整

理 

① 地域で実装可能な口腔機能向上

トレーニング等のオーラルフレ

イル対策および口腔機能向上に

関する介入効果を報告した原著

論文を和文英文ともに検索を行

った。医学中央雑誌文献データ

ベースおよび PubMed®を用いて、

オーラルフレイルに関連するキ

ーワードにより検索した。 

② OF-5 を用いたオーラルフレイル

の実態を明らかにするため、OF-5

の項目別の検討を行った。65 歳

以上の地域在住高齢者を対象に

実施しているお達者健診研究
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（お達者健診 2011 コホート）に

おいて、会場調査参加者のうち、

データ欠損のない者を解析対象

とした。調査項目は、性、年齢、

OF-5、口腔機能（口腔衛生、口

腔湿潤度、咬合力、オーラルデ

ィアドコキネシス（ODK）、舌圧、

咀嚼機能、嚥下機能）とした。

従属変数を各口腔機能低下（該

当なしを基準）、独立変数を OF-5

の各質問(該当なしを基準)、調

整変数を性・年齢として、二項

ロジスティック回帰分析を行っ

た。多重性の問題を考慮し、ボ

ンフェローニ法による補正を行

った（p<0.0014）。 

③ OF-5 を用いたオーラルフレイル

の実態を明らかにするため、OF-5

の該当数による検討を行った。65

歳以上の地域在住高齢者を対象

に実施しているお達者健診研究

（お達者健診 2011 コホート）に

おいて、2022 年および 2023 年の

会場調査に 1回以上参加した延べ

1,209 名のうち、データ欠損のな

い者の結果を横断データとして

利用した。調査項目は、性、年

齢、OF-5、基本チェックリスト

（KCL）、食品摂取多様性スコア

（DVS）、歯数（現在歯数、機能

歯数）、歯科治療受診の必要性、

口腔機能（咬合力、ODK、舌圧、

咀嚼機能、嚥下機能）とした。

OF-5 の該当数を 0 個、1 個、2 個、

3 個、4 個以上の 5 群に分類し、

OF-5 の該当数別に KCL の各基準

の該当割合を算出し、傾向性検

定（カテゴリ変数；Cochran-

Armitage test、 連 続 数 ；

Jonckheere-Terpstra test）を行

った。さらに、独立変数を OF-5

該当数(0 個を基準)、従属変数を

KCL の各基準（該当なしを基準）、

KCL で評価したフレイル（健常を

基準）、DVS（多様性が高いを基

準）、歯科治療受診の必要性（な

しを基準）、各口腔機能（該当な

しを基準）、調整変数を性・年齢

として、個人内の級内相関を考

慮したマルチレベルモデル二項

ロジスティック回帰分析を行っ

た。 

④ OF-5 評価に基づき、地域在住高

齢者におけるオーラルフレイル

の新規発生に関する検討を行っ

た。65 歳以上の地域在住高齢者

を対象とした包括健診調査（お

達者健診研究：お達者健診 2011

コホート）の参加者のうち、

2023 年および 2024 年の調査に参

加し、2023年時点でオーラルフ

レイルに該当せず、データ欠損

のない 906名を解析対象とし

た。調査項目として、OF-5、

性、年齢、既往歴（高血圧、糖

尿病、脳卒中、がん、心疾患）、

および後期高齢者の質問票 15 項

目を用いた。統計解析は男女別

に層別化し、ベースライン時の

測定項目とオーラルフレイルの

新規発生との関連を検討するた

めに、修正ポアソン回帰分析を
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用いた。 

2. 社会実装(自治体等)モデル検討 

① 既に介護予防･日常生活支援総合

事業等でオーラルフレイル対策を

実施している地域等（自治体）へ

のヒアリングを行い、地域実装に

必要な情報を収集した。 

② 令和 6 年度に作成したマニュアル

案について、レイアウトや文言の

修正点、および追加が望まれる内

容についてインタビューを実施し

た。対象は、全国の 11自治体

（北海道札幌市、東京都世田谷

区、東京都東村山市、東京都稲城

市、東京都瑞穂町、東京都八丈

町、神奈川県平塚市、静岡県島田

市、大阪府豊能郡能勢町、広島県

竹原市、広島県東広島市）および

有識者 2 名とした。 

3. オーラルフレイル対策マニュアル作成 

① 先行研究および本研究で得られ

た成果を基に、オーラルフレイ

ル対策マニュアル案を作成し

た。 

② インタビューにより得られた意

見を基に、マニュアル案を修正

し、「地域で取り組む！オーラ

ルフレイル対策マニュアル」を

最終成果物として作成した（別

添：その他）。 

 

（倫理面への配慮） 

お達者健診研究の実施にあたっては、東

京都健康長寿医療センター研究倫理審査委

員会の承認を得た（R22-034）。 

インタビューの実施にあたっては、研究

の目的および内容について十分に説明した

うえで協力を依頼し、得られた意見につい

ては自治体・個人が特定されない形で取り

扱った。 

 

Ｃ．研究結果 

1. オーラルフレイル評価・結果に基づく

トレーニングメニューに関する知見整

理 

① 検索で特定された研究は、日本

語論文が 437 件、英語論文が

493 件であった。このうち、レ

ビュー後に採用した研究は日本

語論文が 4件、英語論文が 19

件であった。 

② OF-5 の各質問項目に対応する

口腔機能を検討した結果、OF-5

の(1)残存歯数の減少は、咬合

力および咀嚼機能、(2)咀嚼困

難感は、咬合力、咀嚼機能およ

び嚥下機能、(3)嚥下困難感、

(4)口腔乾燥感、(5)滑舌低下

は、嚥下機能有意な関連がみら

れた。 

③ OF-5 の該当数と KCL、栄養、お

よび口腔機能との関連を検討し

た結果、OF-5 の該当数 0個を

基準とした場合、運動器の機能

低下は OF-5の該当数 2個以

上、低栄養状態は OF-5の該当

数 4 個以上、認知機能の低下、

うつ病の可能性およびフレイル

は OF-5 の該当数 1 個以上にお

いて、有意に高かった。DVS に

よる多様性が低い割合は OF-5
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の該当数 4個以上において有意

に高かった。歯科治療受診の必

要性ありの該当割合は OF-5 の

該当数 3 個において有意に高

く、咬合力、咀嚼機能および嚥

下機能の低下の該当割合は OF-

5 の該当数 1個以上のすべての

群において有意に高かった。 

④ 2024 年の追跡調査を完了した

643 名のうち、2024 年の追跡調

査でオーラルフレイルの新規発

生者は 91 名：14.2％（男性 45

名：17.6％ 女性 46 名：

11.9％）であった。男性におい

ては、ベースライン時の調査項

目とオーラルフレイル新規発生

との間に有意な関連性は認めら

れなかった。一方、女性におい

ては、心疾患、後期高齢者の質

問票のうち「毎日の生活に満足

していますか」（Q2）、「ふだん

から家族や友人と付き合いがあ

りますか」（Q14）の項目と有意

に関連した。 

2. 社会実装(自治体等)モデル検討 

① 既に介護予防･日常生活支援総

合事業等でオーラルフレイル対

策を実施している自治体 3 ヶ所

（広島県竹原市、広島県東広島

市、大阪府能勢町）に対してヒ

アリングを実施し、オーラルフ

レイル対策を地域実装するうえ

での課題等を整理した。 

② レイアウトや文言の修正点、お

よび追加が望まれる内容につい

てのインタビューの結果、「説

明文が多く重要な点が分かりづ

らい」「図表が小さく文字が判

読しづらい」「OF-5 の活用場面

が分かりづらい」等の意見が得

られた。また、「口腔機能向上

トレーニングの所要時間を記載

してほしい」「オーラルフレイ

ルを初めて学ぶ職員にも理解し

やすくしてほしい」といった要

望も得られた。 

3. オーラルフレイル対策マニュアル作成 

① 本研究で得られた知見等の研究

成果を基に、オーラルフレイル

対策マニュアル案を作成した。

マニュアル案は、オーラルフレ

イルの概要、高齢期をとりまく

歯科口腔保健活動等の社会背景、

OF-5 の概説、オーラルフレイ

ル対策に資するトレーニングメ

ニューの紹介、オーラルフレイ

ル対策の取組事例等で構成した。 

② マニュアル案に関するインタビ

ューで得られた意見を踏まえ、

重要事項を箇条書きで示す構成

に変更し、介護予防事業との関

連を踏まえた記載の修正等を行

った。さらに、口腔機能向上ト

レーニングの目安時間や、フレ

イル予防における口腔の重要性

に関する説明を新たに追加した。 

 

Ｄ．考察 

1. オーラルフレイル評価・結果に基づく

トレーニングメニューに関する知見整

理 

本研究では、文献検索から既存のオ
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ーラルフレイル介入研究について整理

し、オーラルフレイル評価ツールであ

る OF-5 の構成各項目と口腔機能との対

応関係、OF-5 該当数と全身的・口腔的

機能との関連、さらにオーラルフレイ

ルの新規発生に関して、地域在住高齢

者データから把握した。以上を通じ、

評価結果に基づいた介入対策検討をつ

なぐ実践的知見の体系化を図った。 

既存のトレーニングメニューは包括

的な口腔関連体操が中心であり、部位

別・機能別の介入効果を明示した研究

は限られていた。今後は、地域実装を

見据え、短時間かつ簡便なトレーニン

グの開発と、それに応じた OF-5 活用指

針整備が求められる。 

OF-5 各項目が咀嚼機能、咬合力、嚥

下機能等と有意な対応関係を持つこと

が示され、口腔機能低下の自覚(OF-5)

は口腔機能低下リスクが高まっている

可能性を示唆する知見を得た。 

OF-5 該当数が増すにつれ、運動機

能・認知機能・栄養状態低下との関連

が強まり、特に 4 項目以上の該当では

口腔機能低下に加え、栄養摂取の多様

性の低下も顕著となった。これらの知

見は、OF-5該当項目の内容および数に

応じた個別化された対策の必要性を示

唆する知見であった。 

さらに、OF-5 で評価したオーラルフ

レイルの新規発生状況について検討し

たところ、女性のみ心疾患、「毎日の生

活に満足していますか」（Q2）、「ふだん

から家族や友人と付き合いがあります

か」（Q14）の項目と有意な関連が認め

られた。女性において心疾患が新規発

生と関連した背景としては、全身状態

の脆弱化、身体機能低下、栄養状態の

悪化などを介した影響が考えられる。

先行研究では、心血管疾患患者におい

て、口腔健康状態が身体的フレイルお

よび栄養状態と有意に関連することが

報告されており、心疾患を有する高齢

者では口腔機能低下のリスクが高まる

可能性がある。加えて、女性におい

て、日常生活への不満や家族・友人と

の定期的な交流の欠如がオーラルフレ

イルの新規発生と関連したことは、そ

の発生に心理社会的要因が関与する可

能性を示唆するものと考えられる。先

行研究では、孤独感や低い生活満足度

が不良な口腔健康および口腔関連 QOL

と関連することが示されている。ま

た、OF-5 で評価したオーラルフレイル

は社会的孤立と関連することも報告さ

れており、社会的交流の乏しさは、会

話機会や外出機会の減少、さらには食

行動の変化を通じて口腔機能低下に関

与している可能性がある。 

2. 社会実装(自治体等)モデル検討 

3 地域のヒアリングから、オーラル

フレイル対策を自治体単位で社会実装

するための共通ポイントとして、「通い

の場や既存地域イベントを活用した、

口腔・運動・栄養を組み合わせた多面

的なアプローチが可能」「歯科衛生士の

地域常駐や巡回型の配置などを通し、

保健師・管理栄養士との円滑な多職種

連携体制が整っている」このような体

制により、参加者の状態（リスク）把

握と支援への迅速な対応が可能になっ

ていると考える。また、「大学（アカデ

6



ミア）や歯科医師会との連携」するこ

とで、専門性担保と人材確保に寄与し

ていた。一方、課題としては、（1）通

いの場に参加しない住民へのアプロー

チ、（2）口腔機能に対する関心や理解

の不足、（3）歯科医療アクセスの制

約、（4）オーラルフレイル対策支援人

材の不足とその負担の大きさが、共通

して認識された。今後のオーラルフレ

イル対策の社会実装に向けては、地域

特性に応じた柔軟な支援体制の整備に

加え、オーラルフレイル（口腔機能）

に関する包括的な啓発・介入策、持続

可能な人材育成・確保の仕組み作りが

必要である。 

マニュアル案に関するインタビュー

から、「説明文が多く重要な点が分かり

づらい」「図表や文字が見づらい」とい

ったレイアウトや視認性に関する意見

が多く得られた。限られた時間の中で

複数の事業を担当する職員が活用する

ことを想定すると、短時間で理解でき

る構成や視覚的な分かりやすさも重要

であると考えられる。また、OF-5の活

用場面や、チェック後に実施可能な介

護予防事業等の例示について、より具

体的な記載を求める意見が得られた。

オーラルフレイル対策は、多職種が関

与する地域保健活動の中で実施される

ことが多い。そのため、評価のみを示

すのではなく、評価結果をどのような

支援や介入につなげるかを具体的に示

すことが、地域での実践促進において

重要であると考えられた。さらに、オ

ーラルフレイルや口腔機能の重要性に

ついて、初めて介護予防事業に携わる

職員にも理解しやすい内容を求める意

見が得られたことから、フレイル予防

における口腔の重要性に関する説明を

新たに追加した。歯科専門職が十分に

配置されていない地域も存在すること

から、専門職以外でも活用しやすい支

援ツールの整備が求められている。 

3. オーラルフレイル対策マニュアル作成 

これまで介護予防･日常生活支援総合

事業で実施される口腔機能関連（オー

ラルフレイル含む）対策のマニュアル

が複数出されている。そこで、既出マ

ニュアルとの整合性、エビデンスさら

に地域（自治体）実装を円滑に実施す

る上での有効性を念頭に置き、マニュ

アル案を作成した。 

作成したマニュアル案に関するイン

タビューで得られた意見を踏まえ、重

要事項を箇条書きで示す構成に変更

し、介護予防事業との関連を踏まえた

記載の修正等を行った。さらに、口腔

機能向上トレーニングの目安時間や、

フレイル予防における口腔の重要性に

関する説明を新たに追加した。 

本マニュアルは、OF-5を用いた簡便

な評価を起点として、地域におけるオ

ーラルフレイル対策を推進するための

実践的資料として活用されることが期

待される。 

 

Ｅ．結論 

①オーラルフレイル評価・結果に基づく

トレーニングメニューに関する知見整理、

②社会実装（自治体等）モデル検討、③オ

ーラルフレイル対策マニュアル作成、以上

3 点のコア事業について計画どおり実施し
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た。その結果、OF-5 を用いたオーラルフ

レイルに関する知見を得るとともに、介護

予防・日常生活支援総合事業や高齢者の保

健事業と介護予防の一体的実施等に携わる

行政職員および関連する専門職を対象とし

て、オーラルフレイル評価の活用を通じた

対策の実践促進を目的とした「地域で取り

組む！オーラルフレイル対策マニュアル」

を作成した。 
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